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Meiji Seika ファルマについて 企業概要

‐明治グループはチョコレートなどの食品を扱う「株式会社明治」、医療用医薬品を扱う「Meiji Seika ファルマ株式会社」、ワクチンなど

を扱う「ＫＭバイオロジクス株式会社」から成る企業グループである

医薬品セグメント食品セグメント

明治ホールディングス株式会社

乳幼児から高齢者まで幅広い世代
のお客様に、粉ミルク、牛乳・乳
製品、菓子、スポーツ栄養食品、
流動食など多岐にわたる商品をお
届けしています

感染症・中枢神経系疾患治療薬、後発医薬品、ワクチンなどの医療用医薬品事業
をグローバルに展開するとともに、動物薬事業も推進しています

Meファルマ株式会社

Meiji Seika ファルマテック株式会社

⚫ 株式会社 明治 ⚫ Meiji Seika ファルマ株式会社 ⚫ KMバイオロジクス株式会社



医療上必須
の製品群

2020中計以前

2026中計

特定重要物資（原薬内製化）
安定確保医薬品 新型コロナ

次世代mRNAワクチン
不活化ワクチン
５種混合ワクチン

ワクチン事業の強化
国家戦略の後押し

需要増の中で
得意領域を軸に成長

特定重要物資（２製品）
安定確保医薬品（4製品）
ペニシリン原薬

ベルモスジル（慢性GVHD）
ナキュバクタム（多剤耐性菌用抗菌薬）
ME3183（乾癬治療薬）
KD382（デング熱ワクチン）

新薬

ジェネリック

必須医薬品

（抗菌薬）

ワクチン・

血漿分画

新薬

GE

エッセンシャル

スペシャリティ

抗菌薬

ワクチン・

血漿分画

明治グループ医薬品事業のポートフォリオ



当社では、政府による財政支援の下、大塚化学・富山化学とコンソーシアムを形成し、
特定重要物資の国産化を推進してきた実績がある

この取り組みは、後発医薬品の生産においても大いに活用できると考えており、当社とし
ては後発医薬品の生産効率化に向けた企業間連携のリーダーとなる用意がある

政府による規制面・金融面・財政面において支援がいただければ、企業間連携はなお一層
加速化することが出来ると考えている

Meiji Seika ファルマの企業間連携における基本的なスタンス



企業間連携（コンソーシアム構想）の実現に向けた手法

‐資本参加を伴わない、ゆるやかなコンソーシアムの形成は、一見すると受け入れやすいと思われるが、意思決定に時間を要する上に、
リスクや利益の配分が難しい（ガバナンス上の問題が大きい）

‐機能統合法人を設立すれば、各社で株式を持ち合うことによりガバナンス体制が確立され、迅速な意思決定の下、利益配分・製品の品質
責任・供給責任の明確化を図ることが可能となる

品目集約（屋号の統一）による
生産の効率化

各企業が自社ブランドを保有する
多品種少量生産による非効率的な生産体制

• 少品種大量生産による無駄を省いた生産体制の確立
• サステナブルな産業構造への再編
• 効率的な生産体制に基づく安定供給の実現

メーカーA メーカーB

各企業による生産品目のバーター

大手による買収、

後発品事業の売却など

ファンドを介在させた集約

具体例

ファンド

買収 買収

メーカーA メーカーB

メーカーA メーカーB

メーカーC メーカーD

コンソーシアム構想

メーカーA メーカーB

製造委託 製造委託

納品 納品

製造拠点の最適化

機能統合法人

社名/屋号：「New」
会社形態：製造販売会社
機能：営業・信頼性保証

機能統合法人を設立する
• 販売を一本化するため、ガバナンスが明確となり利益配分などについても

迅速な意思決定が可能となる
• 新屋号を用いた屋号の統一は、承継＋名称変更のみ可能となり、一部変更

申請の手続き不要で品目集約が可能
• 各社が株式を持ち合うことで製造・供給に責任を持つことができる
• 法人格取得により、製造販売業者となることができるため、品質管理に責

任が持てる。また、各社からの出向という形によりQA・QC人材の交流が
可能となり、スキルの底上げが可能

メ
リ
ッ
ト

デ
メ
リ
ッ
ト

• 機能統合法人の設立により、一時ではあるが企業数を増やすことになる
• 機能統合法人を新規に設立する際の費用と時間が必要となる可能性がある



Meiji Seika ファルマによる企業間連携（コンソーシアム構想）の例

‐Meiji Seika ファルマの医薬品事業は新薬・ワクチン血漿分画・必須医薬品（抗菌薬）・ジェネリックと４つの事業に区分できるが、
必須医薬品（抗菌薬）においては、ペニシリン原薬の生産においてすでにコンソーシアムを形成して事業を推進している

‐同様の手法を用いて、ジェネリック（内服固形の生活習慣病治療薬など）においても安定供給体制を持続的に維持させることが可能である
と考えており、既に連携可能企業の探索および具体的な交渉を開始している

新薬

ワクチン・血漿分画

（注射：特定重要物資 抗菌性物質製剤）
スルバリシン、タゾピペ

（生活習慣病治療薬 ）
アムロジピン、アトルバスタチン、レバミピド等

（中枢神経系治療薬）
パロキセチン、メマンチン、エスシタロプラム等
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注）子会社のMeファルマ販売製品を含む

（経口：感染症法に基づく報告徴収対象品もしくは基礎的医薬品経口）
メイアクト・セフジトレン、ワイドシリン、ホスミシン

注

必須医薬品
（抗菌薬）

ジェネリック

（注射：上記以外の安定確保医薬品カテゴリA）
メロペネム、バンコマイシン



企業間連携（コンソーシアム構想）の実現に向けた社内体制の整備

‐社会課題となっている後発医薬品の供給問題解決に向けた有力なソリューションとして考えられる企業間連携（コンソーシアム構想）
の実現に向け、専門に取り組むジェネリック事業戦略部を2024年7月1日付で新設した

‐当該組織を経営戦略本部に新設し、経営トップによるスピード感のある意思決定を可能とする
‐また、営業組織と切り離した部署とすることで、企業間連携の際に懸念される情報交換による独禁法上のリスク回避・低減のために

必要となる、クリーンチームとしての機能を果たす

社長

経営戦略本部 経営管理本部 営業本部 生産本部

経営企画部

広報・渉外部

製品戦略部

ジェネリック
事業戦略部

情報システム部

新
設 推進G

戦略G

ガン・ジャンピング に対する配慮
情報交換による独禁法上のリスク回避・低減のために
情報受領者の範囲を制限する
➡ クリーンチームの結成：

情報受領者を、日々の営業活動又は事業上の意思
決定に直接関与しないものなどに限定
（例：企画・管理系の役職員）

注）ガン・ジャンピング：企業結合の実現前に企業結合実現後の効果を先取りすること

注

連携検討企業

連携に向けた情報共有
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